
（平成２４年６月１３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡厚生年金 事案 4435 

 

第１ 委員会の結論 

  １ 申立期間①について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在

は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録を昭和 46 年４月１日に訂正し、

申立期間①の標準報酬月額を３万円とすることが必要である。 

    なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  ２ 申立期間②について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ店に

おける資格喪失日に係る記録を昭和 47 年９月１日に訂正し、申立期間②の

標準報酬月額を４万 2,000円とすることが必要である。 

    なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

         住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年３月 31月から同年４月１日まで 

             ② 昭和 47年８月 31日から同年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の被

保険者記録が確認できない。 

私は、昭和 44 年３月にＡ社に入社してから、平成９年 10 月に退職する

まで同事業所に継続して勤務していたので、両申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、雇用保険の被保険者記録、及びＡ社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿により厚生年金保険の被保険者記録が確認でき

る複数の同僚の供述から判断すると、申立人が申立事業所に継続して勤務し

（昭和 46 年４月１日にＡ社Ｄ店から同社Ｅ店に異動）、申立期間①に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 



  

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和

46 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、３万円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ｂ社は、「根拠となる資料等が無いので、不明である。」と回答して

いるが、事業主が申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日を昭和 46 年

４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年

３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は、申立人の申立期間①に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間②については、雇用保険の被保険者記録及びＡ社Ｃ店に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿により厚生年金保険の被保険者記録が確認で

きる複数の同僚の供述から判断すると、申立人が申立事業所に継続して勤務

し（昭和 47 年９月１日にＡ社Ｃ店から同社Ｆ店に異動）、申立期間②に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ店に係る昭

和 47 年７月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、４万 2,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ｂ社は、「根拠となる資料等が無いので、不明である。」と回答して

いるが、事業主が申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日を昭和 47 年

９月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年８月 31

日と誤って記録するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立人の申立期間②に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 4436 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に当初届け出た申立人の申立期間に係る

標準報酬月額は 11 万 8,000 円であると認められることから、申立期間に係る

標準報酬月額の記録を 11万 8,000円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18年２月１日から同年９月１日まで 

私は、同僚の話や「ねんきん定期便」により、Ａ社に勤務していた申立

期間当時の標準報酬月額が、給料支払明細書に記載されている厚生年金保険

料に見合う標準報酬月額よりも低い金額であることを知った。 

申立期間の給料支払明細書及び市県民税所得証明書を提出するので、申立

期間の標準報酬月額を厚生年金保険料に見合う標準報酬月額に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初

11 万 8,000 円と記録されていたが、平成 18 年６月 29 日付けで、同年２月１

日に遡って９万 8,000 円に引き下げられ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に

該当しなくなった日（平成 18 年９月１日）まで継続していることが確認でき

る。 

また、オンライン記録によると、申立事業所の他の従業員４人についても、

申立人と同時期に標準報酬月額が遡って減額処理されていることが確認できる。 

さらに、滞納処分票により、遡及減額処理が行われた平成 18 年６月当時、

当該事業所において厚生年金保険料の滞納があったことが確認できるところ、

当該滞納処分票には、申立事業所の事業主が、同年７月に管轄社会保険事務所

において、標準報酬月額の変更の手続をしたので保険料の金額が変更になる旨

供述している記載が確認でき、その後同年３月分から同年５月分までの未納保

険料額が減額されていることが確認できる。 

これらの事実を総合的に判断すると、平成 18 年６月 29 日付けで行われた標



  

準報酬月額の遡及減額処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について

同年２月１日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったと

は認められないことから、当該減額処理に係る有効な記録処理があったとは認

められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保

険事務所に当初届け出た 11万 8,000円に訂正することが必要である。 

 



  

福岡国民年金 事案 2582 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年４月から５年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月から５年３月まで 

申立期間については、私は、まだ学生であったため、私の国民年金につ

いては、母親が加入手続を行い、保険料の納付も行っていた。 

申立期間の国民年金保険料が、未納とされていることに納得がいかない

ので、申立期間について、国民年金保険料を納付していたものと認めてほ

しい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の基礎年金番号は、申立人が平成９年１月

時点で加入していた厚生年金保険の被保険者記号番号が付番されており、当該

基礎年金番号に国民年金手帳記号番号が統合された事跡は見当たらない上、そ

れ以前に申立人に対して別の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

また、オンライン記録により、申立人の申立期間に係る国民年金被保険者資

格の取得及び喪失処理は、平成 10年 10月５日付けで遡って行われていること

が確認できることから、申立期間については、当該処理時点まで未加入期間で

あったため、申立期間当時、国民年金保険料を納付することはできなかったも

のと考えられる上、当該処理時点では、申立期間は、時効により保険料を納付

することができない期間である。 

さらに、申立人の母親が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 2583 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年４月から 43 年３月までの期間、43 年４月から 49 年９月

までの期間、52 年４月から 60 年３月までの期間、60 年９月から同年 12 月ま

での期間、61 年３月から平成２年３月までの期間、３年５月から４年４月ま

での期間、４年８月及び同年９月、５年１月から６年６月までの期間、６年８

月、６年 11 月から７年４月までの期間、７年６月から８年３月までの期間、

８年５月から 14 年４月までの期間、14 年７月から同年 10 月までの期間の国

民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

   また、申立人は、昭和 51年４月から 52年３月までの国民年金保険料につい

ては、追納しており、その当時に納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月から 43年３月まで 

② 昭和 43年４月から 49年９月まで 

             ③ 昭和 51年４月から 52年３月まで 

             ④ 昭和 52年４月から 60年３月まで 

                          ⑤ 昭和 60年９月から同年 12月まで 

             ⑥ 昭和 61年３月から平成２年３月まで 

             ⑦ 平成３年５月から４年４月まで 

             ⑧ 平成４年８月及び同年９月 

             ⑨ 平成５年１月から６年６月まで 

             ⑩ 平成６年８月 

             ⑪ 平成６年 11月から７年４月まで 

             ⑫ 平成７年６月から８年３月まで 

             ⑬ 平成８年５月から 14年４月まで 

             ⑭ 平成 14年７月から同年 10月まで 

    私は、昭和 50 年に、私の母が私を国民年金に加入させ、その後は継続し

て国民年金保険料を納付してくれていたことを知った。母は亡くなるまで、

私のことを心配して保険料を納付してくれていた。その後は、私の元内妻や



  

前妻が納付していた。 

また、私の保険料が納付されていたことを私の兄嫁が証言してくれている

ので、申立期間の保険料が未納、申請免除及び追納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人の最初の国民年金手帳記号番号は昭和 39

年 11 月に払い出され、その後、２番目の記号番号が 51 年１月に払い出さ

れており、現在、保管されている２番目の記号番号に係る特殊台帳による

と、備考欄に「39・４月～43・３月分 免除記録転記済」と記載されてい

ることから、申立期間①は、免除期間とされていたものと推認される。 

 

２ 申立期間②については、当該期間直後の昭和 49 年 10 月から 50 年３月ま

での保険料及び 50 年４月から同年９月までの保険料が、それぞれ 52 年１

月 31 日及び同年７月 27 日に納付されており、それぞれの納付時点におい

て、最大限遡ることができる期間の保険料を納付していることが確認でき

るものの、各納付時点では、申立期間②は、時効により保険料を納付する

ことができなかったものと考えるのが自然である。 

  また、特殊台帳には、当該期間は未納と記載されていることが確認できる。 

 

３ 申立期間③については、申立人は、「私の母親が免除申請などをすること

なく、定期的に保険料を納付していた。」と主張している。 

しかしながら、Ａ町（現在は、Ｂ市）の国民年金被保険者名簿及び特殊

台帳によると、当該期間の保険料は昭和 60 年３月 22 日に追納されている

ことが確認できるため、当該期間は追納されるまで免除期間とされていた

ものと推認される上、当該期間の保険料を追納した者は、当該期間が免除

とされていたことを認識していたものと推認されることから、申立人の主

張と相違している。 

 

４ 申立期間④については、申立人は、「私の元内妻や母親が保険料を納付し

ていた。」と主張しているものの、元内妻は、申立人の保険料の納付につ

いて記憶が定かではない上、母親からは当時の事情を聞くことができない

ことから、当該期間当時の納付状況は不明である。 

また、Ａ町の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳には、当該期間は免除

と記載されていることが確認できる。 

 

５ 申立期間⑤及び⑥については、申立人は、「私の元内妻が保険料を納付し

ていた。」と主張しているものの、元内妻は申立人の保険料の納付について



  

記憶が定かではない上、申立期間⑥は 49 か月と長期間であり、当該期間全

てについて事務処理誤りが起きることも考え難く、オンライン記録及びＡ町

の国民年金被保険者名簿（電子データ）でも未納と記録されており、それぞ

れの記録についても不自然な点は見当たらない。 

 

６ 申立期間⑦から⑭までについては、Ｃ金融機関は、申立人名義の口座の取

引履歴によると、申立期間⑦から⑭までの全ての期間について保険料の口座

振替は行われていないと回答している。 

また、申立人は、「私の元内妻や前妻などが保険料を納付していた。」と

主張しているものの、元内妻は、申立人の保険料の納付について記憶が定か

ではない上、前妻からは供述を得ることができない状況である。 

さらに、前妻は、申立期間⑬の途中から申立人と別居してＤ町に住民票を

異動しており、前妻に係るオンライン記録によると、平成 10 年４月から 11

年３月までの期間は免除期間であり、戸籍の附票によって申立人との同居が

確認できる期間については、未納期間となっていることから、前妻が申立人

の保険料を納付していたとは考え難い。 

 

７ 申立人は、「申立期間の保険料は、私の母親、元内妻又は前妻が免除申請

などをすることなく納付しており、そのことは私の兄嫁が証言してい

る。」と主張しているが、申立人の元内妻は、申立期間当時、国民年金に

加入しておらず、申立人の兄嫁は、申立人の母親や元内妻から申立人の保

険料を納付していた旨の話を聞いたと供述しているものの、具体的に記憶

しておらず、申立期間当時、申立人の保険料納付に直接関与していないこ

とから、申立期間当時の保険料納付状況は不明である。 

また、申立期間は多数であるとともに、申立期間の保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 4437 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、両申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 27年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 55年４月１日から 56年４月１日まで 

         ② 昭和 57年４月 18日から 58年４月１日まで 

私は、昭和 55 年４月から１年間、Ａ社に勤務したが、当該期間の厚生年

金保険の被保険者記録が確認できない。 

また、Ｂ社については、昭和 57 年４月から 1 年ほど勤務したが、年金事

務所の記録では、当該事業所における厚生年金保険の被保険者期間が 58 年

４月１日から同年５月 21日までとなっている。 

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人はＡ社に勤務していたと申し立てているとこ

ろ、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期

間①当時の厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚二人の供述から

判断すると、期間の特定はできないものの、申立人が申立事業所に勤務し

ていたことがうかがえる。 

    しかしながら、適用事業所名簿によれば、Ａ社は既に厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなっており、当時の事業主に照会しても回答が得られ

ないことから、申立人の申立期間①における勤務実態、厚生年金保険の加

入状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、申立人のＡ社における雇用保険の被保険者記録は確認できない上、

前述の被保険者名簿では、申立人の名前は確認できず、申立期間における健

康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは

考え難い。 

さらに、申立人に係るＣ市の国民年金被保険者名簿によると、申立期間



  

①については、申立人は国民年金に加入し、申請により国民年金保険料が

免除されている期間と記録されている。 

 

２ 申立期間②について、申立人はＢ社に勤務したと申し立てているものの、

申立人が記憶している同僚のうち、一人は同社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿に氏名の記載が無く、ほかの一人については同名簿に同姓

の被保険者が記載されているものの、既に死亡しており、申立人の勤務実

態について供述を得ることができない。 

また、適用事業所名簿によれば、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用事業所

に該当しなくなっており、当時の事業主に照会しても回答が得られないこ

とから、申立人の申立期間②における勤務実態、厚生年金保険の加入状況

及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、申立人の申立事業所に係る雇用保険の被保険者記録によると、

被保険者資格の取得日は昭和 58 年４月１日となっており、前述の被保険者

名簿に記載されている申立人の厚生年金保険被保険者の資格取得日と一致

している上、同被保険者名簿において、申立人の申立期間②に係る雇用保

険の記録は確認できない。 

加えて、申立人に係るＣ市の国民年金被保険者名簿によると、申立期間

②については、申立人は国民年金に加入し、申請により国民年金保険料が

免除されている期間と記録されている。 

また、申立期間②のうち、昭和 57 年５月 30 日から同年８月 27 日までの

期間については、雇用保険の支給記録から、申立人は、求職者給付（基本

手当）を受給していることが確認できる。 

 

３ 申立人が、両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていることが確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

    これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を

各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 4438 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 51年 12月１日から 55年２月１日まで 

 私は、申立期間において、Ａ社に勤務して、主にＢ地区及びＣ地区でＤ

業務の仕事をしていたが、この間、厚生年金保険料は控除されていたと記

憶している。 

 この度、厚生年金を受給するための手続を行ったが、その際、Ａ社に勤

務していた期間の厚生年金保険の加入記録が無いことを初めて知ったので、

申立期間の厚生年金保険の加入について調査の上、記録の訂正をしてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立事業所における業務内容及び同僚の名前を具体的に記憶し

ていること並びに同僚の供述から判断すると、期間の特定はできないものの、

申立人が申立事業所において何らかの形で就労していたことは推認できる。 

しかし、社会保険事務所（当時）の記録によると、Ａ社は昭和 57 年７月に

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、事業主は既に死亡して

いることから申立人の申立期間に係る勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び

厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

また、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人

の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない上、申立期間における健康保険

の整理番号に欠番がないことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、雇用保険の被保険者記録によると、申立人の申立事業所における

雇用保険の記録は確認できない上、申立期間を含む昭和 51 年８月１日から 55

年１月 30 日までの期間は、申立事業所ではなくＥ社において雇用保険の記録

が確認できる。 



  

加えて、Ｅ社の事業主は、「申立期間当時の事業主は既に死亡しており、

当時の資料を保管しておらず、申立人の在籍状況は不明。」と回答しているこ

とから、申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 

また、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿においても、申立人

の被保険者記録は申立期間前の昭和 51 年 10 月１日から同月 24 日までは確認

できるものの、申立期間については確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料はなく、申立人の申立

期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 


